
１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

822 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。
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 編集後記

　本号の編集作業は、全く予期していない総選挙の選挙運動真っ只中にあり、選挙結果が明ら

かとなった段階で発行日を迎える。そのようなタイミングの10月5日、都議会で子どもの受動

喫煙を防ぐための条例が可決した。この条例案は、渦中の小池都知事率いた都民ファーストの

会と公明党、そして民進党会派が共同で議員提出したものである。国政の与野党関係とクロス

する組み合わせで政策条例が議員提案され、採決では共産党も賛成している現実は、政策面で

は国政と地方自治が違うステージにあることを示している。

　思い起こせば、2010年度に受動喫煙防止条例を全国で初めて制定・施行したのは、神奈川県

であるが、条例制定を主導した当時の県知事はすでに参議院議員となり、先日の新党結党に参

加していた。1980年代に「地方の時代」を担った首長たちは、住民自治を基軸に国政と対峙し

ながら地方自治に取り組み、首長たちの国政参加を求めたはずだが、今は地方自治が国政に巻

き込まれ、特に大都市部では長も議会もその「政争の具」と化している。

　中央で次の二大政党制が安定化するまでこうした状況は続くのだろうか。離合集散を巻き起

こした今回の総選挙は、その通過点の一つに過ぎないのかもしれない。

 

（谷本有美子）

巻頭言
　政府は２０１７年３月、「水道法の一部改正法案（以下、改正案）」を閣議決定し、第

１９３回国会（通常会）に提出しました。１５年ぶりとなる改正理由は、人口減少に伴う

水需要の減少、施設の老朽化、人材不足等、直面する課題に対応し、水道基盤の強化

を行うものとされています。改正案には、事業体の責務強化が盛り込まれるなど前向

きに受け止められ点もあります。しかし一方で、官民連携として運営権の設定いわゆ

るコンセッション方式を水道事業に導入することが明文化されるなど、民営化ありき

として誤解されかねない内容も含まれています。

　第１９３回国会審議では、委員会にも上がらず継続審議となりました。ご存じのよう

に様々な政治課題を内包したまま強制終了するかたちでの閉会でありました。続く第

１９４回国会（臨時会）では、国民を愚弄するような冒頭解散により、審議未了による

廃案となりました。

　今回の改正案は、水道事業の基盤強化が目的で民営化を加速させるものではないに

も拘らず、地方自治体や公共団体に対し十分な説明がなされていない状況下で、運営

権明記によって、あたかも民営化促進法と捉えかねない側面がありました。これでは

基盤強化どころか水道の公共性を損なうこととなります。私たちは、水道事業を軽々

に考える地方の首長や地方議員の存在を踏まえ、民営化促進の事態を想定しつつ、行

政の責務として公営原則のもと公営企業の持続性を展望し、水道事業の基盤強化を促

す取り組みを国会内外で行動展開してきました。

　現在、全国の水道事業体では、２００２年の法改正により第三者委託が制度化されたも

のの、地域で水道事業体が連携する『公公連携』は進まず、行財政改革として委託化

が拡大、人員削減が進んだことにより、多くの業務が非正規労働者を含む民間領域で

遂行されています。その結果、人材育成や技術継承も困難になるなど、公営事業を持

続する基盤そのものが損なわれつつあります。

　解散・総選挙により、市民・国民の知らないところで法改正が行われる事態だけは

避けることができました。私たちは、水道事業に働く労働者の責任と誇りに基づいて

発信し、国会上程までの時間的猶予を有効に使い、社会的共通資本ともいうべき生命（い

のち）の水のあり方、強いては水道事業の公共性、公営原則の重要性と改正案の課題

や問題点を国会内外で明らかにしていきます。その上で、市民・国民のより深い信頼

を得ながら、一人でも多くの問題意識を高めて、市民協働による行動展開と結び付け

ていくことを追求します。
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 2017 年 6 月 17 日 TKP ガーデンシティ横浜において、第 53 回地方自治研究神奈川集会が開催

され、埼玉大学大学院准教授の高端正幸氏より「社会保障制度を支える地方財政－危機の時代に求

められること－」をテーマにご講演をいただいた。本稿は、その講演内容をもとに編集部にて原稿

案を作成し、高端氏が加筆・修正したものである。 
 
 
はじめに 

 
社会は現在、貧困・格差、生きづらさの蔓

延というようなキーワードで語られる危機に

ある。それと同時に財政も、赤字膨張の危機

にあると言われる。特に地方財政は国との関

係で、歳出総額・財政規模が制約される中で

の財政運営を長らく強いられてきた。日本で

は高度成長期を除いて、常に財源がないから

社会保障は抑えていかなければいけない、真

に必要な者に給付を限定することで効率化し

なければいけない、こういうことが言われ続

けている。それに対して、われわれはどうい

う対抗軸を立てるべきか。 
「財源がないから社会保障を抑制しなけれ

ばいけない」という議論に対し、通常われわ

れは、「財源はないけど社会保障は大事だか

らしっかりやるべきだ」と反論する。しかし、

本当に主張すべきことは違うのではないかと

いうのが、今日の話の根本的な問題意識であ

る。 
まず、「一般財政支出と税・社会保険収

入」の推移を見ていくと、90 年代以降バブ

ルが崩壊し、財政事情が急速に悪化している。

そのときに公共投資基本計画等に基づいて、

景気対策のために公共事業が膨らみ、地方財

政が動員されて財政事情が急速に悪化した。

一方、少子高齢化が進む中で社会保障の経費

もどんどん伸びていくからという理由で、歳

出削減が叫ばれてきたわけである。 
ところが 80 年代と 90 年代で、歳出の伸

びはほとんど変わっていない。つまり、90
年代に異常に歳出が膨張したわけではなく、

むしろ税収が落ちたから財政赤字が膨らんだ

のだ。 
90 年代の税制改革

では、消費税が導入さ

れ、97 年に税率を上

げた一方で、所得税と

法人税の減税が進み、

総額では増税を全くし

ていない。むしろ、政

策減税をやっている。

景気が悪くなったから

第 53 回地方自治研究神奈川集会全体講演（2017 年 6 月 17 日） 

 

社会保障制度を支える地方財政 

―受益感、信頼、そして連帯のシステム― 

 

埼玉大学大学院准教授 高端正幸 

講演中の高端氏
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税収が落ちたとか、景気を回 さ ればまた

財政は されると言う人がいるが、景気よ

りも減税の の方が大きい。 
このように、財政を しくさ てきたのは、

歳出の膨張ではない。むしろ税収で、必要な

お を国 からいただけないこと、それが今

の日本の財政を しくしているのである。国

で見ても日本は さな政 であり、し

かも でまかなっているので、日本の税

は、 進 国の中で ル、 と

べたら らいの税 である。しかし国

がお を必要としているから増税に 得して

くださいと言っても、国 は容 に 得 ず、

増税が しい。それが日本の財政を しくし

ている 大の要 である。 
そう えたときに、われわれが一 言わな

ければならないことは、「社会保障を抑制し

て人 の ー に政 が えないから財源が

増えない」という事 である。社会保障を

さ 、 的に人 の生きづらさを 消し

ていく。つまり く人 の ー を たし

て、それによって、そのためなら財源を

しまし うという人 の 得を き出してい

く。こういう を 求する に現 を け出

す はない、というのが今日の話の である。 
 

会 し、

会  

 

1 に て  

ここから テ を んでお話していきた

い。まず、 の 定化、所得の 定化

である。 所得の をみると、

1995 年の の ー は 00 から 500
のところにあった。それが 20 年 の

2015 年では、200 から 300 に 方

シ した。所得 の を見ると、だいた

い 100 から 00 に 的な人 が

集中している。ちなみに、200 から 300

の を った 250 という 字は、

に 人 の所得だったら貧困 ンであ

る。もちろん 人 が、3 人、2 人、1 人

と減っていけば らし きには が出るが、

250 で 人 だったら貧困 で、そ

ういう ルに 所得の がある。そして、

今や 6 の人 が、生 が大変 しい、あ

るいはやや しいという を き、生 し

ている。これも 95 年との で しい増加

である。 
つまりマ ティの人 にとって、 定

にあずかり、 の人 、 を に

わ て、 に対する計画もち んと立つ

ような らしは のいた。それが日本の現

である。 
そういった変化は、生きづらさを生んでい

る。 者の の 1 が自 だが、これは

進 国では しい。自 率は、

進国の中で 高である。 の生 に

を っている人が 85 で、人 は しい

自由 にさいなまれながら生きている。本

由 さんの 現代社会論 2015 では、

自 の人生を自 で動かすという の自由、

自 の意 で自 を ン ールできる

・ を われていると る人が、日本

では 国と べ 出して い。 
要するに、もう社会が壊れている。もう経

成長 みの自 社会は 理である。

理なことを続けようとしているのが今の

政 で、みなさんここに異論はないと う。 
 
2 会  

さて、今日本の社会保障制度は、人 の

をむしろ増 さ るものになっている。 
社会保障の給付は、現 で給付するか、

や保 みたいに ー で給付するかの

つに かれる。まず、公的社会支出

の定 で社会保障支出のことをさす

のうち現 給付の内 を見てみると、日本は

2　自治研かながわ月報 2017年10月号（No.167）
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高齢化で年 制度の給付の額が大きくなって

いる。そして年 以 の現 給付が異常に

さい。これは 業給付や 当や

当、あとは生 保 の現 給付といったあ

たりになる。つまり、 進 国の中で日本の

現 代 けの現 保障は ルにある。 
に ー を見ていくと、 が と大

きい反 、 以 が 的 さい。これは

とか保 とか、障がい者の生 支 とか、

そういった が社会化されていない で

ある。しかも、 を除いた部 で大きいの

は ー で、2000 年に 保険が導

入されて、 ー が急速に膨らん

だ である。もちろん、 ー の増加

に いついているかといえば、 そんなこ

とはないのだが、 ・ 以 の ー

給付があまりに であるためにその大きさ

が 立つ。 
・ 以 の ー は の で

ある。90 年代以降、少子化対策を言ってき

たのに子 てもこの 度で、さらに障がい者

け ー 、そして 的 政策、

これは に 業者に現 給付をするだけでな

くて、 えば 業 や大学に入り して学

び しをするとか、 で言う、いわ る

ー ル ー 的な り い の 支

のようなものも めた、要するに 業してい

る人 の 中を して支 していくような

ー 、これらが日本では めて しい。 
ちなみに、年 ・ ・ の支出が膨ら

んでいることをとらえて、高齢者に給付が

っていて現 代を支えない、という 代

の 公 がよく言われる。これが少し

ーディン だということははっきりと し上

げておきたい。それは 代の問題ではなく、

自 ・自立を強いる政策の であるに

ない。 
どういうことか。年 給付を膨らましてい

るのは主に の部 、つまり 2

ての 2 部 、 生年 である。

年 は、現 時代に自 の の大きさに

て保険 を い、 った額に て の

生 を支える みである。つまり、経 的

な自立に成 し、 定 を続けられた人が、

その自立したご に の所得を支えられ

るという みである。 
また、 は もが当 必要なので、どの

国もそれなりに を入れているし、日本の

は高齢化が進んでいるので給付が膨らんで

いる、という な話である。 
それに対し のものは全部 で、子 て、

障がい、 業も現 給付が 常に少ない。こ

れは要するに、 ける者は自 の で生き

ていけ、特に現 代はみんな けるはずだ

ろう、とみなした である。高齢の 、子

ども、障がいなど が必要なら、 の

と け いで とかするのが当 だという

わけである。だからこそ、 けることが 定

される 代に対する支 が異常に少ない。 
つまり、 代を問わず自立を強いているの

が日本の社会保障の特 で、国 年 制度も

基 所得保障は 常に く、生 保 給者

の は高齢者という である。高齢者に

いというのは 全に ーディン な

話で、日本の社会保障の いがたい特 は、

自 ・自立を強く要求する なのである。 
 
3 ス の  

も所得も 定化し、 のあり方も

化した。マ ティの人たちが生 の

を高めながら生 している。そういう

で、 に生 が困 化し、 き ってし

まった人を び出して するというやり方

はきわめて 効率である。 
そうではなくて、人 の生 が困 しない

よう、 もが しうる共通の ー を事

に たしていく方 を るべきである。社会

保障に求める についての たちの理 を

社会保障制度を支える地方財政　3



 

変えることを、それは意 して

いる。貧困 にある、本当に

しなければいけない人を

び出すという え方を めて、

そういう人たちをそもそも生み

出さないために、事 に もが

しうる な ー 、 え

ば 、子 て、障がい、 業

といったものを バーしていく

のである。 
この え方の違いは、 主

と 主 といわれる。 主 とは、

所得 、あるいは生 困 に ってか

ら する。「真に」 すべき対 に

的に社会保障を けてくという え方である。

われわれが すべき方 は、その を変

えて、 主 的に人 の生 上の ー を

支えるということである。今 定した生 を

営めている人も めて、人 の生 上の ー

を く バーしていくのだという え方

になる。 
自 自立に したものを 的に す

る 主 的なやり方では、自 で とか

していかなければいけないことが 人・

にのしかかって、それに え れない人が

く生まれる。そうやって自 自立に

してしまう人が増えていき、 的な が

どんどん必要になっていく。 
にわれわれが えるべき 主 的な方

は、ある の 的な え方をとる。つ

まり、 たちの生 を困 化さ るような共

通の ー を く バーする。それにより、

生 が立ち かなくなる人、たとえば

に い まれる、子 ての で共 きを

あきらめて困 化する、障がい者を に  
えて 時 が限られて生 が しくなると

いった人 を少なくするわけである。 と

して、 的 の必要 が さくなるとい 
う言い方もできる。 

 
 
どちらが人 的なシ テ かといえば、当

主 である。社会 ー に支えられ

ながらもち んと人 的な生 を営める人を

増やすほうが、自 ・自 を要求し

た にその に え れなくなってしまう

人を大 に生み出し、その人たちに対し「

われないとやっていけない、自立に した

人 」という を していくよりも、人

的な社会だということは らかであろう。 
 

は 教 て  

国 的に見ると、社会保障を 的 主

的に み立てている国と 主 的に み

立てている国がある。貧困率と所得格差を

した は、 れ が所得格差 係

で、高いほうが所得格差が大きい。

は 代 の貧困率である。主要国が、現

代の貧困率の さい国から大きい国に

から に んでいて、日本は から 2
になる。 に くほど貧困率が高く、所得格

差も 的大きい。 、 ン、日

本、 は、社会保障が 常に 主

的な 的な国 で、デンマー 、 ル

ー、 ーデンと 国は 主 の

といわれている。所得格差、貧困率で見て

らかに 主 のほうが貧困を削減でき、

かつ所得格差が抑えられている。 

） は 、 （ ）は  

）     

個別主義

の典型国 

 

図表1　貧困率（世代別）と所得格差
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自 の を うことをどれくらい れてい

るかという国 でも、日本は くべき

さである。 を うことにおびえながら生き

る を人 に強いているのが日本の社会で

ある。 
現 では、日本は財政 で、 や 等

の自 の強化が進み、いのちや生 の

を するための もが必要とする ー

を わ る方 に かっている。貧困や格差

に対する が強まった 、生 困 者の

自立支 とか、子どもの貧困対策とかいうも

のがようやく り まれるようになったが、

それらも 的な の 格が強い。 
 

し は

 

 
1 信 会日 日 の  

日ごろ、税に対する 識や社会保障問題に

ついて一般の の方 から こえる は、

どのようなものか。 
「子 てが一 落したと ったら、今度は

の で大変なお がかかっている。」

「自 が れたら と共 れだ。必 で い

で、自 で して えなき いけないのに

税 なんて っていられるか。」というのが

通の人の ではないか。「税 っても

自 に ってくるものなんてないでし 。」

「少し 当をもらった らいで、 な

んて自 に関係ない。 、消 は必要か

な。」くらいの で、公共 ー によっ

て自 の生 が支えられているという が

常に い人が いのが事 ではないだろう

か。 
だからこそ、「増税で得するのはどう 公

員だけでし う」などという 常に った

識が蔓延する。消費税は上がったけど、そ

れで に人 が生 が変わったと でき

るような社会保障の は 現されていない。 

「税ばかり わされて、 ら を けて

いない」という が生み出すのが、 の

を けている 者に対する で、い

わ る生 保 バ シン がその である。

生 保 の 給者が から ン をして

いるとか、 を んでいるということに対し

て「 けるな。こっちは必 に いて っ

た税 で、 で自 の生 をまっとうにやれ

ないような の ン 代や 代を わなけ

ればいけないんだ。」という うに、人 が

ってしまう。生 保 給者なので、たい

したお も っていない が、な 日中から

ン で時 をつ しているのか。その

が している困 というものに が

ばない。なんで の を りて生きていかな

ければならないのか。そういったことにも

が ばない。かわりに「 をしている」

らを むのである。 
あるいは、高齢者が 得 にしがみつくか

ら子 て が り てられる、といった

も られる。さらに、子 て さえ み

の対 になる。 えば、 定 に まれず

しようにもお がなく、子どもを作るな

んて のようなことだという 者からしてみ

れば、子 て が、税 によって され

る みの対 になる。子 て 代が高齢者を

み、子どもを てない 者が子 て を

む、さらにみんなで生 保 給者を む

という であり、そこに社会 は成り立

たない。 
 

（2） の  

大学の 策さんが、国 社会

の 税 に対する意識 をも

とに作った では、 国の人 が中

の税の をどの 度高いと ているかを

している。ここでの「中 」とは、回

者が ー する 的な 通の らし

りの人 であり、 な定 はない。さて、

社会保障制度を支える地方財政　5
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日本の は「あまりに高す る」と「高す

る」を わ て、6 を えている。6
の人 が、 通の生 をしている中 の人

たちの税 が高いと えているのであるが、

この は異常である。 されている国

の中で、日本の中 の税 は ル

にある。ほとんどの国で、中 、つまり

通の らし きの人 は、日本よりも税をた

くさん し、特に 国では らいの

をしている。つまり、日本では さな税

を く ており、しかも困 していな

いような人 がそう っている。それはな

なのか。もうおおむ お かりだろう。 
人 に対し自 自立を り、自 にお

いて生きることを 度に強いる社会において

は、人 は税 を する。人 が公共

ー 、特に社会保障からの を得てい

ないからである。 えば、 ー を

けている人は ー からの を

つが、それだけではない。いま ー

を けていない のような い人 でも、い

ずれは年 いて ー を する

がある。あるいは、今この講演を えて、

に出て に かれれば障がいを える

もある。そのようにい 自 に かあった

ときにも、社会保障制度がち んと自 の生

を支えてくれ、自 の生 が き ること

はないのだという、ある の みたいな

もの、それも めて である。 
 
3 は 信

 

そういう が人 の に している

と、 つの が高まる。一つは政 の

である。税が高くても を得られてい

れば、それは 得できる となる。ところ

が日本の は、そうならない。税を って

も一 自 がどう支えられているのかが、わ

からない。 、税 は に っているのか、

政 の い ないのかという話になっ

てしまうわけである。 
もう一つが、 に る 所得者に対する

み、自 よりも税 で得をしているように

見える人たちに対する みが社会に蔓延して

いく。これは ほど し上げた通りで、

は 所得 に対する みである。自 たちは

張って生計を立てて、自 自立を強いられ

て、それで税 を っているけれど、そこか

ら を られない。では、自 が っ

ている税 は一 に われているのか。一

般的な人 が に れば、生 保 をもら

っている人とか、 子 とか、いわ る

者といわれる人たちが、得をしていると え

てしまう。だからバ シン が強まる。さら

に言えば、 所得 だけでなくて、現 代

が高齢者を み、 の人が子 て を

むといった、人 がお いを ない社会に

なっていくわけである。 
として が きるのかというと、社会

が り まれ、 や 容さというものが

われていく。同時に、税とは制度的に を

者と かち って支える みであるから、

者に対する と 容に人 の が支

されれば、税の を してしまう。 
中 が税を すれば、税収は上がらな

い。高所得者は、所得額は大きいが人 とし

ては 常に限られている。一 い税

者の は、いわ る一般的な中 である。

政治的にもマ ティのこの人たちが税を

すると、増税が な社会になる。 
 

会 連帯 の  

主 的に人 の ー を く たし

ていく社会では、反対の が生まれる。す

なわち、中 の人 も めて が き

る。自 が政 の政策によって、 を

得られているという があるので、人 の

の も、あるいは人 の政 に対する
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も高まっていく。それで中 の人 が、

当 、税 に同意していく。この は

国である。 
人 の生 を く支えていくと、当 財

政規模は大きくなる。けれども、 に し

上げたように、財政を き ら るのは、歳

出の膨張ではなくて、収入が りないことで

ある。財政規模が大きくなっても、その財政

支出が 効に人 の ー を く たすも

のであれば、 に対する 意を 得できる

わけである。 として財政の 続 は、

主 的な大きい政 の方が高まり、日本

のようなな ー は になる。これが 主

の と 主 の悪 である。 
 
5 信  

日本の 情をみておきたい。政 の

は、たとえば ルー 事 あたりから っ

と がったのではないかと われがちで、た

しかに の 方で 90 年代から急に がる

ものもあるが、80 年代以 も国 を見

ると、日本人の政 に対する は 国に

べて い。 
いま、公 員の は、国 的に見て日本

は に くないので、それは政 の の

理由にならない。公 員の も人 当たりで

見たら 常に少ない。そこまで り めてい

る。自治 員の 正規化もかつてないくら

い進んでいる。それでも「 が い、歳出

削減しろ。」とか、「増税を言う に、おま

えらが い を っているから、そこを削

れ」といったことが、いつまでも言われる。 
また、人 の の をみると、 対

の人 同 の が、 国と べ異

常に い。日本特 の 社会的な意識もた

しかにある。日本の 、 や 、 人

など自 の 内での は高いが、

らない人、 対 の人となると、 の人

と べてなかなか に から するこ

とはしない。そういう 者を しない 化

的な 地があるうえに、 主 的な政策が

、 容に をかけてきた。 もが困

にさらされるいま、人 が し

い、支え う社会を すためにも、 主

が社会を する現 を変えなくてはなら

ない。 
 

会 の

 

 
1 の の  

とはいえ、日本の社会を するような

主 的な財政、あるいは社会保障のあり方、

われわれが共通して える生 上の ー を

支えない政策 ーンというのは、 的に

強く根付いている。 
一つは、生 給 というのが 常に大き

く効いている。生 給 においては、

を う を に め む。 では、

年を うにしたがって子どもができ、あるい

は が年 いて、子 てとか の が増

えていく。それを バーするという が年

制の基本にある。しかも、 当や

当も に付 して出す を る。要

は が けば も える シ テ 、

に言うと、 が かなければ も えない

シ テ が 定 していったわけであ

る。 
それにより、 当や 当といった

生 ー を えて 的に出す、そういう

社会保障給付が しく立ち れる になっ

た。 当は 70 年代に導入されるが、

当は だにない。 、 も社会

保障給付としての 当や 当の

には、 制度の り崩しを し、ほ 一

して反対していた。 が 主 的な現

給付を さ てきたのが、日本の特

の一つである。 

社会保障制度を支える地方財政　7
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また、同一 同一 の となる

給を 定することによって、正規・ 正規の

格差や の 格差が されていった。

さらに言えば、 に生 を め む

と同時に、 業という集 ルで、年 そ

の の 業 で 者の生 保障をする。

業 に した 、どこに めるかに

よって、生 保障の格差が大きく出るという

社会をつくってきた。つまり、自 が くだ

けでなくて、どこで くかによって、生 保

障の格差が出る。人 によりよい 定

を必 に求めさ るような社会を生んだわけ

である。 
 

（2） 大 の

 

一方、生 保 制度の 期、 は経

が 常に悪かった。当 は、膨大な今

でいうワーキン が 在し、生 保 の

基 をきちんと して生 保 給付をした

ら、膨大な の生 保 の 給者が出てしま

うため、それは財政的に だった。

として、 するべき対 を しく んでい

くということになった。 
高度経 成長が に っていく中、

1960 年の 日 地 で、いわ

るワーキン 、 ー ー ン の困

した生 をもって、生 保 の保障する

「 で 化的な生 」 に当たると理

してはならない、という画期的な が出た。

これが画期的だったのは、いわ る 等

原 を 定した にある。 いて自立してい

る人 よりも生 保 を 給する人 のほう

が得をしてはならないという原 をある意

で 定した。必 で いている人 の生

自 が く、 らが人 的な生 を 現で

きていないのに、そこに わ て生 保 の

基 を えてはいけない。つまり、生 保

の基 を で 化的な生 を 現できる

に 的に き上げるべきだと言ったので

ある。 
それにより、生 保 の基 を き上げる

ことが 者の の き上げにつながる

が開けた。当時、生 保 基 の き上

げが、 も めた国 運動に がって

いった理由はそこにあった。 
ところが、その動きは長く続かなかった。

は くが、 のところ、生 保 制度

は、 けるかどうかを基 として人 を し

く し、 けるものはとにかく けという

で保 対 から 除していく、きわめて

主 的な制度が定 していった。 
 

（3） 日 会  

さらに、社会保険を する社会保険主

が、日本的な特 を びながら、人 を支え

ない社会保障を生み出していった がある。 
1950 年の社会保障制度 議会の は、

の社会保障制度のあり方を 言した 常

に 要な だが、そこで社会保険主 が

ち出された。しかもその ち出され方は、

のような だった。 
社会保障というのは自主的 の を

してはいけない。つまり、自 のことは自

で とかするという、自 の が大事

ということである。その意 において社会保

障の中 をなすのは、社会保険制度でなけれ

ばだめだという。自らをしてそれに必要な費

を 出 しめるもの、つまり自 が一生

保険 を い、その った保険 に て、

ー や現 を け れるという社会保険

が、社会保障制度の中 であるべきだと え

たのである。 
もっとも、 の バ もま

さにこういう で、自 と社会保険主

を強 するものであったように、

のこの時期には、それは一般的な え方だっ

た。ところが では、人 が いた
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に て社会保険 を って、それで年

その の を バーするという立て

付けの社会保険中 主 は、すでに 60 年代

に限 が し、そこに修正が られてい

った。ところが日本の は、社会保険主

がずっと きずられていく。 
財政的な が、その 景にあった。

19 9 年のいわ るド ンで 財

政が かれたが、一般会計の が され

る一方、特 会計は の対 にする え

方が定 していった。それが、その 日本の

制における基本的 ン になってい

く。たとえば、 大教授の さんの

財政 の研究 1989 では、1980
年代に、特 会計や財政投 資をいかに

し、一般会計の財政 を進めたかという

がつまびらかにされている。 
その 、社会保障が、 制の やか

な特 会計すなわち社会保険に していっ

た。生 保障の から社会保険が れてい

るか、税 でやるのがよいかということでは

なく、財政運営上の が社会保険主 を

に定 さ たのである。 
 

ス  

もう一つ 要なのは、社会保険主 の

で、税を財源とする、つまり一般会計の歳出

となる、 ー が されていったこ

とである。 に特 会計である社会保険の財

源 保は容 となり、大 も 生 も、

的に社会保険でやっていく方 で が一

する。その 、社会保険は、たとえば

や高齢者の ー を「 的に」 バーす

るものだけど、税方 の給付は 主 でや

らないといけないという え方が、日本では

強 に定 していった。 
生 長の 修 さんが、税

というのは人 に強制的に するもので

あるが えに、特に公が を って に

対 しなければいけない ー を しく 定

すべきだ、という え方を しているように、

税 を ってやる ー は、本当に困

っている人、真に必要な人だけに限定しなけ

ればいけない、という が に 財政

を支 してきた。 
関 して、 や障がい 、 人

といったものは 者、 ー を ける

人たちにその費 の全部 は一部を求めてよ

い、という規定が、それらの法 に かれた。

自主的 に基づく社会保険ではなく、税に

よる一般的 による ー であるか り、

ー を ける者はその を すべ

きだという え方である。現在、 は

保険になるなど、いろいろ変わっているが、

ー 者に の自 を わ る

べきだという え方は、こうした 的な

景を っている。 
 
5 は、 の の  

こうして人 の生 を支えない、しかも

ー を出すときには、なるべく自 、

を求めていく、そういう方 に しく

してきたわけである。高度成長期にもこ

れが修正されず、 として 80 年代にはそ

れが主に高齢者や子 て に しい生 困

問題を生み出した。そういう経 も きず

りつつ、今の人 の生 を支えない社会保障

がある。90 年代、2000 年代に まった問題

ではないのである。 
しかし、これを 本的に しなければい

けない。人 に自 自立を強いて、もた る

もののみ して する。その として、

に える人 を し、人 の を崩

し、税 の 抗を 長するような社会

を するのか。あるいは、すべての人の

基 的な ー を たし、すべての人に

を えていく。それによって政 に対する

を高め、あるいは人 の のお いの

社会保障制度を支える地方財政　9
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を高めていき、 意に基づき で必要な

を ち って支え う、そういう方 を

すのか。そういう にわれわれは

しているのである。 
 

の 地方

自治 地方  

 
1 地方自治 地方  

では、地方財政や地方自治の問題がこうい

った議論にどう んでくるのか。 
まず、 主 の の い は地方自治

である。対人社会 ー のほとんどを自

治 が っている。それだけに地方自治がい

かに機 し、それを資 で支える地方財政

がいかに 定・ していくかが、 常に

要となる。 
しかも自治 、とりわけ基 的自治 は、

人 が日常的に政 の ー と する

であるし、かつ、いま地 、生 困

者支 等 いろんな で、 に公共 ー

を に するという一方的な関係では

なくて、自治 が地 社会の一つの主 とし

て、地 の ワー をつくっていく

になっている。 
つまり、政 の とか、 のお い

の というものを地方自治 の 動がいか

に生み出していけるかが、 く問われる。国

からの の 、つまり財源保障は、この

財政 において現 的にはさほど期 でき

ない。そういう中でもなお、自治 に がで

きるかということを き めなければならな

い。 
ー 20 国の に基づき、

が地方政 の の を生み出すのかと

いう問題を した の研究 が、 常

に いので する。ここでは地方政

を する が、ある人が地方政 を

する 率が、これらの要 によってどれくら

い変わるかということをみている。

に所 しているかどうか、 社会からの

除 を いているかどうか、 どこに し

ているか、 公共 ー に かどうか、

景気・経 をどう しているか、と

いう 5 つの ーが、地方政 を

する 率を大きく する 5 大要 である、

というのが一つの 論である。 
そして、地方政 の公共 ー に な

人 は 19 しか地方政 を しないが、

常に していると、地方政 を する

率は 72 に高まる。これは 的に え

て当たり であろう。しかし、それだけでは

ない。 P その 動 に

加していない人が地方政 を する 率

は 53 であるが、 加していると 75 に高

まる。つまり、人 が地 において、 的

な 動をしているか かが、その人が地方政

を する 率を 意に することが

されている。 
もう一つ、社会からの 除 を いている

かどうかという要 もある。 や地 の

ティ等 で、人 関係、人とのつなが

りを てていると ている人は、そうでな

い人より 15 ン も地方政 を す

る 率が高くなる。これは 常に い

であろう。 
まとめると、一つは公共 ー からの

があるかどうかが、地方政 の を

大きく している。もう一つは、地 の

が社会 加、特に 的な 動に わって

いるかどうかということ、さらに地 社会に

されているか、 除されているかといっ

たことが、そこの が地方政 を する

かどうかということに大きく関わっている。

そういうことをこの研究は らかにした。 
自治 に対して、これは を するか。

の自治 ー からの を高める

だけでなく、地 社会において人 が社会

10　自治研かながわ月報 2017年10月号（No.167）



 11

加をしていく、 動が していく、あ

るいは、地 において人 のつながりを生み

出していくような みを、いかに進めてい

けるかということが、自治 が、 に

される 在になるために 要だという であ

る。付け加えれば、 動の 化や、

人 を地 の人 関係に していくことは、

地 における 同 の をは く

むことも意 する。つまりそれらは、政

自治 の と 同 の と

を同時に 成していく だといってよい。 
 
2 地方自治 地方  

このように、地方自治 は 常に 要な、

定的な を されている。しかし、

改革もあって、地方自治 が を でき

ることが 常に増えている一方で、 年の国

の政策は、 、つまり地 の 情に した

自治 の自主的な 動を し、それを支えて

いくというより、むしろ、一見、自主的な

で計画を立てさ るけれども、国が した

にもとづいて、自治 政の成 を集 的

に 理する方 に いているように われる。

しかも、成 に基づいて、財源を集 的、

的に していくという意 も強まってい

る。 付 、地方 生などにそれが れ

ている。 
そういう中で自治 は、 に き うよ

りもむしろ、国に対する を問われる

ようになっているのではないか。地方 生が

的だが、自主的に を立ててください

といっておいて KP で 理してということ

で、 常に な で中 集 的なやり方

が進んでいる。 
そういった国の動 が問題であるのは当

だが、 えてみるべきは、な 国主導のやり

かたを国 が違 なく 容しているのか、

ということである。地方自治が 要だとわれ

われは理 を えるが、一般 の にお

いて、地 を支える政策主 としての自治

の期 や がどれだけあるのか。国は

計な を出すな、うちの 長や議員に自由

にやら ろと、人 が っているなら、中

集 を らは 定するはずではないか。 
ほどの話に関わるが、自治 政の現

において より求められるのは、まず自治

の政策が の生 を支えているという

を らに える である。さらに、地 の

政治や政策が自 たちの意 によって動いて

いるという を に ってもらえるよう

な も であろう。この つが、地方

自治を が支 し、 社会を 化する

ための になっていくと う。 
 
3 地方 め ス  

その上で、財政問題に って言うと、今日

し上げてきたような 的に人 の ー

を たすことを えたとき、地方 ルでど

ういう公共 ー の方 が えられるの

かということと、その財源をどうやって 保

していくのかという話がある。 
一つめのすべての人 の ー を たす社

会保障に していくというときの、地方の

公共 ー の 題は か。 ー の

え方としては、経 成長により所得 大し

人 を増加することで、 を 消し

ていくという「自 社会からの 」、

それに代わって、子 て・障がい・ 業とい

った ー を く たし、所得に関わらず

もが 者となる「 と りあえる社

会」をめ す。それでは、人 に共通する

的な ー とは か、それに対 する地方

の 題として がありうるかと言えば、 、

教 、子 て、 、 といった でさ

ま まある。 
これらを国の政策として 現さ ていくこ

とが 要なのは当 だが、それをただ つの

でなく、自治 が 自に ン ー 、つま

社会保障制度を支える地方財政　11
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り人 が く共通して っている ー を

たしていく、自治 が 自に を って

いくという主 こそが、社会を変えていく

と は っている。 
すると、財源をどうするかが問題となる。 
一つは、全国的に地方税法の改正なり、消

費税法の改正で税源を さ ていくという

方 がもちろんある。しかし、 の自治

で税率 定 を していく、たとえば

税の税率を上げるなど、 な方法がありう

る。地 の と き って、この公共 ー

を さ るためにこれだけの増税をこ

の税 で うという な ンを出し、

との 議をつう て 現さ ていく必要が

ある。 
いろんなやり方があると う。子 て支

の や の 化の 大は一つの

である。ただし、増税に対する人 の 抗

は、今日論 てきたように 常に強い。子

て 代だけ するのに、 税で く

を求めるのはおかしいとか、 な理 で

反対される。それでも、 ー におけ

る自 の 減など、違う 代を支える

みを で して、 い 代の

のための い 代の という で 案す

るなど、さま まな ち出し方が えられる

のではないか。そういう で、地方自治、特

に税率 定 を 的に機 さ ていくこと

で、地 から日本を変える。そういう方 を

は強く期 している。 
さらに言えば、 的財政 の も

えられないか。地方が 自に政策を 開し、

地 社会から日本を支えていくという意 を

自治 が全国的に共 できるなら、自治

の にもとづいて、 えば地方 自の

で一 に 税をし、その税収を 出して

ールし、一定の財政 機 を か つつ

全国に するような、国を さない地方財

政 自の 的 による財源 も えら

れる。その を 主 的な政策 開に限

定して、やっていく。たとえば教 を 化

するとか、 、子 ての とか、そうい

うことに っていく。国の財政事情は当

しい が続くので、地方財源保障にさほど

の期 はかけられない。国 ルで ル

が政 を る見通しもなかなか立たない。

それでも とか政策 を 現したいと う

ならば、地方が動き、自治 の を ー

に財源をつくり、それを変革のために っ

ていく。地方自治には、そのような が

っているのではないか。 
こうした問題について、自治 本部に

された自治 財政 ー でも

されてきた。 上 さん 立教大学 、

策さん 大学 、そして ら

が入 に議論を た成 は、 として

まもなく 本稿 筆時 は 10 月 される。 
いずれにしても、国が地方財源を する

とか一般財源 をしっかりやれというのは

当たり のことである。社会変革 の を

って自治 に をおく さんには、 と

の地 社会を作っていくために、自治 が

自で をできるかを主 的に え、 動に

移していく気 を は期 したい。 に言え

ば、それがない限り、今の社会の を変え

ことはできないのではないか。国に対する政

策の期 をかけるだけではなくて、地 の

ルで と き って、地 から政策を

現さ ていく。これは、 を り れば、

の でも 人 の でも に

こってきたことである。 
たちの に 在する中 集 意識を り

える。地方から国を、社会を変えていくた

めに し、 動する。それが の成 を

生み、さらには自治 の 的な 運動

にまで高められたとき、 たちは本当の地方

自治の を にすることになるだろう。 
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の  

 
（ ）  

 のように、 中 は、 川

から までの約 286 を 導

によって 定の である。また、

そのルー は、 川 を にして、それ

れ 定の 模原 神奈川 、

、 長 、中 川

を通って、 に るという

ものである 。 
 成 は、 川と を で 40 、

さらに大 まで延伸された には、 川と

大 を 67 で 。 
 
（ ）  
 現在、すでに 期に入っており、2025 年

の 成が 定されている。 事の一 の 関

は、 ル を 通する ン ルの 削で

あるといわれている。 、中 高速 も、

中 も、 ル を 回して を

経由するというルー が られてきたが、

中 は、 ル を 通すると

いう ー で計画されている。 
 総 費は 5 5,235 、当

が全額 ということになっていた。しかし、

2016 年 6 月 1 日に が「 に財

政投 資を する」と 、11 月 11 日に

は改正 運 支 機 法が

院本会議で 成立し、 立 政法人

運 支 機 が財政投 資

から長期・ 定・ の資 を り、それを

同 で に し付けることが

となった。これを け、 は 2016 年

度と 2017 年度に て 3 を り けた。 
 この り けにより、 は、当

2045 年だった 全 開業 川 大

を 大 8 年 しするという。 
め、 は、2027 年の 川－

の開通 8 年ほど 事を し、 

 

 
 

 

                  大学 学 教授  

10 年 の 2027 年に開業を す 中 は、 のまちづくりの現 や

に めて 要な を している。そもそも、 中 は開業自 につい

て、 な問題が されている。しかし、 立大学の学生たちが 中 化

を して主 的に運営している「よつびし総研」 まちづくり総 研究 の 問

を める としては、 開業を 中 や 延 に している の の

日常生 にいかに 立てたらよいかという を すべきだと えている。このような

から、 中 と のまちづくりについて、以 論 たいと う。 

リニア中央新幹線と山梨のまちづくり　13
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その に財政基 を回 さ 、2035 年から

事を 開して 2045 年に全 開通という計

画を立てていた。しかし、3 の財政投

資の投入により、 事 期 を くす

ことができ、 大 8 年 しして、2037 年

には全 開通できるとしている 。 
 

 

 

（ ） の に て 

 現在、 の「の み」が ・

を で 96 で んでいる。これ

に対して、 中 は、 川 から

まで 40 で という 定になっ

ている。しかし、以 のように「

」を めると、所要時 はそれほど違わな

いのではないかと言われている。 
まず、 から 川 まで を

すると 11 かかる。また、 川  

 
                         

は、地 くに されるので、地上 から

地 の に くまで 15 くらいかか

ると推定されている。すでに でも

地 の 事が まっているが、地 か

ら地上 に上がってくるのに 10 はかかる

と推定される。これらの「 」も

めて所要時 を 出すると、 中

を しても ・ は 76 にと

なり、現在の による ・

96 と して、20 度しか違わな

いので、所要時 を大 に するとは言い

い。 
 に、 から見た 中 によ

る「所要時 の 」について えてみたい。

現在、「特急あずさ」が 85 で ・ 
を んでいる。 の によると、

これを 15 するためには、 の改

など 2,000 以上かかる。これは資 的に

現 的とは言えないが、 、 日本は

  1 0 13 1 0 130 00001 1  

図① 出典：Sankei Biz（http://www.sankeibiz.jp/express/news/140413/exa1404130800001-n1.htm）
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「 ー ーあずさ」に を導入する計

画である。 のやり りという 題はあ

るが、この 導入により、 ・

を 10 できる があるという。

いずれにしても、現 で ・ は

で 85 、 導入で 75 という

も に入ってきている。 
一方 では 川・ は 20 と

なっているが、 に する は、

で えると「の み」ではなく

「こだま」 当なので、 には 25 以上

かかると われる。また、 は

と現 とをバ で 計画である

。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 には

 、 （ 日 、

2017 1 17） 

  
とすれば、 から現在の

までの移動には、バ で少なくとも 40 は

かかると われるので、 ほどの 川 での

「 」は するとしても、総 て

川 と現 の所要時 は 60 以

上となってしまい、ここでも に「所要時

の 」とは言えなくなってしまう。 
 
（ ）大 そ に  

 したように、 中 のルー

は ル を 通する。それにとも

なって、 の 川 から長 ・

を経て に る「 川

」、そして の 代から、 、 を

経て長 の 、 、埼玉

付 を通る「中 」をも 通する

ことになる 。 代 のこのよう

な 大 事を地 大国である日本で する

ことを危 む は少なくはない。 
 大 通に う第一の問題は、 ル

ー ーに関するものである。 は

ル ー ー生 が年 約 129 キ

ルと日本一を り、全国シ の 4
を める一大生 地となっている。ところ

が、この 中 の ル

の ン ル 事によって、地 が さ

れ、 してしまうのではないかという

が されている。 
第 は の についてである。 ル

の ン ル 削 事が成 したとし

て、それに って ドー 46 の

が出ると されている。その をどこに

っていくのか、どのように するのかと

いう問題である。 
第 は 危 に関するものである。

中 事の ン で、

が通 するすべての で

の営 が、 、長 で マ の営

が、 で シバの営 が され、そ

の の 加 で、 、 ンシ

、ブ 、 ワシ、 といっ

た 危 等が されている。 

図②　出典：「リニア新駅には国道

　　　358 号で県が素案、再生計画」

　　　（毎日新聞、2017/1/17）
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 これらの ン は 事で が

改変される 所の で、 事現 の

や の き は まれていない。10 年

にわたる 大 事が、 に どれだけの

を えるか計り れないという問題であ

る 。 
 

（ ）その  

地  

さらに、地 と 人運 という問題が

ある。 中 は地上 が 14
しかなく、地上 が 常に少ない。し

たがって、 川 から までの 、ほ

とんど地 を することになるが、

通 りかもめ のように 人

運 で運 する。その 、全 の 86 に

地 ン ル を時速 500 キ で

人 する。それ 、事 や地 等の に

見 われた の対 、特に の 全をいか

に 保するかについて されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                         

 
 消費 の問題もあげられる。 の消

費 は の 4 5 、 定員 1 人を

同 するのに必要な消費 ル ー

は の 3 4 であると推

されている 部修治 「 ル ー問題と

しての 」 学

vol.83 2013 年 11 月 。さらに、大きな

気 抗や 気抗 などにより、 の

のように ル ー を に高めるこ

とは困 であると されている。 
に、 の問題がある。 は

2010 年に 計画に う収支 を公  
した 「 導 による中

の 現について」2010 年 5 月 10 日 。

その中で が大 まで全 開業した

に、 から 7,161 人の 者

が移 すると推定されている。したがって、

少なくとも の 者の約 が

に れることになる。 
これについて、 治 氏は「

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図③　出典：国土交通省　中部地域整備局　三峰川資料館

　　　http://www.cbr.mlit.go.jp/mibuso/siryou_kan/02chuousen.html
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自 の 要 定でも、 開業 の

要の に 62 を からの り

え 移 に期 している。それに加え

機、長 バ 、自 からの 移

者が 14 、 開通による 規 要

を 24 も見 めるとしている。これを 要

見 みと言えようか。 の 者

は自社のお である。その の方が

に り えてくれるといえる根 がどこに

あるのか。そもそも同 のお が、

運営 がはるかに高い に り え

てくれたとしても、 の大 減収

減 で会社にとっては に減 になるだけで

ある」 との意見を べている。 
 
 の の  

 
 以上のように、 中 の開業自

について、 な問題が されている。

とはいえ、2025 年の 成を して、 に

期に入っていることを まえて、ここから

は、 中 の 川から まで

開通を にして、それを のまちづくり

どのように すべきなのかについて論

たいと う。 
 

（ ） の 100  

 2014 年 11 月、 3 現在は

の 議院議員だった 氏は、 年の

事 に 所 で出 する意 を し、

主 を 、 議院議員を した。

氏は 事 出 の 、「人 減少と経

などあら る らしの問題で に が蔓

延している。 の人 を現在の 84 人から

100 人に増やすことを し、 に け

て と が てる をつくっていきた

い」 と べ、「 まち・ と・しご

と 生人 ン」 2060 年を にし

て の人 を 100 人にする政策 を

げた。 
しかし、 事 、100 人の中に

などの 者や 者、 内を れる 者

を「 ン ー 人 」として めると改めた。 
によれば、「 ン ー 人 」は、

地 人 、 出 者 人 、 か

ら れる 者に大 される。 地 人

には 者も まれるので、

者の年 日 などを して、 地

人 は 8,400 人となる。 人 は 人会

会員 35,000 人が月 1 回 して、 ・

人を うと、5,800 人が 内に すること

になるという。 者は 消費額を定 人

に して、30,000 人と 定。これらの

定方法で推計すると 2015 年の「 ン ー

人 」は 44,000 人となると 。さらに、

増加や 中 開通などの

を し、 が増えていくと、「

ン ー 人 」は 2030 年には 109,000 人、

2040 年には 135,000 人、2060 年に 255,000
人になると推計している 。定 人

は 2060 年時 では 75 人になると し、

上 の「 ン ー 人 」と て「100
人」になるという計 である。 

 
（ ） の  

に 開通により が増加

するとしても、 が増えるという保

はなく、むしろ日 り のみが増加す

るのではないかという危 もある。 
また、 から 25 で 川 ま

で、40 で まで移動できるので、地

で を する 、特に 会

からの移 者が増えるとの 的 もある。

しかし、現在 に を って している

が や に を移して に通

するという の も めているのではな

いかと えられる。 
さらに、 に本社がある 業の 事

リニア中央新幹線と山梨のまちづくり　17
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所が され、人も大 部 出するとい

ういわ る「 ー効 」も こる

が高いとの もある。 
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そのうえで、 特 の地理的・ 的・
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するかが問題となる。 
 
（ ） の  

基本  

 の 基本 2013
年 3 月 によれば、 の

定地 は、 化を抑制する 化

に 定されている。 は、 開業の効

を 全 で く するために、
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導する がもたらす時 効

および な自 ル ー資源や高度な

など の を に生かした、
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を げている。 
 

18　自治研かながわ月報 2017年10月号（No.167）



 19

 
 

方  
横内正 事時代に作成された の

基本 では、 関 の開

は の 24 ールで公共 を中

とした にとどめる計画だったが、この

「 」に加え、 の 約 キ 内の

「 」も対 とすると変 を加えたのが

方 2017 年

3 月 である。 
事は、 に

資本を し、人や 業の集 をはかろう

と、 の 部で 業 、 や

業 、地 地消 の や、総

の などを うとした 。 
2014 年、 ン ー を む

ール 4 が総 の を 

 
                         

求めて約 10 人 の を に 出し

たのを け、 事 当時 はマ

で総 を に

する方 を し、全国 一の

の総 を していた。 
その 、 は、総 の 地を

定地 と ー 公

の 所に り み、 会を し

た。その 、 の大 では

通 などを する反対意見が かった

が、 では「 ー は に集中さ

てほしい」など 成意見が 立ったことを

けて、2017 年 7 月、総 の

ー 公 の 方 を

した 。 
これに関して、 定の総 は収

 
 出 「 、 の開 案 など 」 日本経 2014 年 3 月 19 日  

開 計画の一案  
https://www.nikkei.com/article/DGXNASFK1904D Z10C14A3000000/ 

図④　出典：「山梨県、リニア駅周辺の開発案　観光施設など整備」（日本経済新聞 

　　　2014 年 3 月 19 日）　リニア駅周辺開発計画の一案＝山梨県提供

　　　https://www.nikkei.com/article/DGXNASFK1904D_Z10C14A3000000/
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容人 2 人、 費は 80 140 であ

るが、 には同 地内に 1 7 収

容の が にあり、同 ところに同 よ

うなものが 2 つも必要なのかという も

ある。また、7 月 27 日に 事が公

した総 の ー 公 の

方 には、 ・運営費や収支見 みの

がなかったなどとして、 議会 会 から反

が強まっている 。 
 の「100 人 」にしても、「総

」にしても、 中 開

業を の特 と ン 付けしたいとの

事の意 は理 できるが、マ

で を む ・財源・期限・

など を めていなかったのではないか

と われる。特に、一般 ー の い

を く の作業がほとんどなさ

れていなかったのではないだろうか。その基

本 が、 事 の政策立案や にお

いても を落としているように われるので

ある。 
 
（ ） の  

にして 

2011 年 10 月、 内 と

との 会で、 会議所は、

と現 をつな ールの

を要 した  。 費が約 500
と現 れしており、この話は立ち消えとな

った。 的には、 したように、

は と現 とをバ で

ことを計画している。 
作成 基本

2017 年 3 月 の「第 5  を かし

たまちづくりの 現」で 5 つの 「移 ・

定 の 進」、「国 の 」、

「 業 の推進」、「 語 の

」、「 の推進」 とその 策が

されている。 

ここでは、生 者 で、 と

現 を 公共 通機関のあり方、

特にその公共 通機関を に する

の生 にどのように すべきかについ

て したい。その 、 たちの に横たわ

る 題は、人 が に減少していること、

そして高齢化・少子化が急速に進 している

こと、さらに自動 に した 社会を

作ってきてしまったことである。これらの

めて な 題を、 中 の開業

および と現 の公共 通

機関開 と びつけて、いかに していく

かというのが、「 中 と の

まちづくり」を論 るうえで、 も 要だと

えるからである。 
 
（ ） 会  

   日 に  

にも れたように、現在日本では全国的

に人 が減少し、高齢化・少子化が進 して

いる。もちろん も ではない。そうし

た中、自動 に した 社会の も

在化してきている。2014 年の自動

情 会のデー によれば、一人あたり

の で は、 ・ ・ ・ に

続いて第 5 である。 に らす高齢者が

の運 ができなくなって い や 院など

に き くなったという事 は事 かない。   
こうした を まえて、 は

、Light rail transit などの

公共の 通機関を基 とした「お 子と 」

の による ン なまちづくりを

推進している。 
とは一定 以上の ー ルの公

共 通を意 し、お 子とは日常生 に必要

な 機 が った を意 している。

お 子ごとに 院や 所などの公共 の

、 ー ーや 画 など の が

異なるが、それらを 公共 通 で こ

20　自治研かながわ月報 2017年10月号（No.167）
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とにより、お年 りや子どもたち、また自動

を保 しない人 も して かに生 で

きる ン シティを している。 
は、2006 年 2 月 まで 日本

が運営していた を り けて

化し、2006 年 4 月 29 日から営業を開

した 第 ー・ ール

会社 。 の から 1.1km を

で、それ以 は を する 
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ー  
出 ール 会社 HP  

http://www.t-lr.co.jp/time/index.htm 

また、 の に 続する ィー ーバ

という バ も導入し、 の運 時

に わ て に さ ている。

が していない地 を ィー ーバ

の運 により、公共 通機関の 地 を少

しでも める政策をとっている 。 
この の公共 通機関を基 とした「お

子と 」の による ン なま

ちづくりを にして、 中 の

開業を かして、 においても のような

まちづくりが ではないかと えている。 
が計画されている 大

地 は、 の 延 に している。

そこで、 を にして、 延 に

り入れ な の導入を る。 に

したように、 の も の

ールと ールを している 運

は、 事業 と の が

必要である 。 
たとえば、 延 の特急 である

から 化する。 や

の はもちろんだが、ここでは

の や をより して、 延 内

に を 当 増 する必要

がある。また、運 も原 15 おきと

して、時 を見なくても できるように

する。 の 通 は、 速 として

を通 しても い。 からは 通で、

延方 からは り えで

に かうことができる。これにより、今ま

で公共 通機関として にあまり当てにさ

れていなかった 延 を の として ら

ることができる。 人 の増加を ると

いう からも、「お 子と 」の

づくりが にも求められる。 
の を抑えるために、

総 研究所が開 した の

ブ ド の導入も い ディ だと

われる。もしそうなれば、日本で めての 

図⑤　ポートラム路線図

　　　出典：富山ライトレール株式会社 HP　

　　　http://www.t-lr.co.jp/time/index.htm
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導入となるので、 生 の を第一とす

るこの だが、 の の

ようにそれ自 が 資源となる を

めていると われる。 
なお、 を運営する については、

「 ール 会社」 を

立することとし、 、 や など

の地 自治 を め、 く や地

業に出資を び ける。 のように、

の ー ン ・ 、 者の ー 入

り ー や ン 、 化 や

ー の ン ーを 集して、 年

度からの 字を す。また、増 した

では ル ー ドを推進したり、

の ィー ーバ のような

バ との ・ ン・ の を

ったりして、 延 から「お 子と

」の を 大していくのである。 
人 減少、高齢化、少子化、税収減等をし

っかりと まえ、それを に った 経

営 ンが 中 開業を えた

に今こそ求められているのではないだろ

うか。             以上  
 

正  全 、

大 年 し （ 日 、2016 年

11月 11 日） 

中 は、 に

（ 益 日 の会 、 

） 

 治

（ 2013 年 12 月） 

に 氏  

100 に 大 （ 、201

年 11月 5日） 

100  

大 （ 、

2016 年 月 16日） 

は地方 に て の

（ 、2016 年 3 月 17 日、

633 1） 

方

（ 、2017 年 3 月 30 日）  

は に 方  

は 自 め （

、2017 年 7月 11日） 

の  

会 （ 、

2017 年 月 11日） 

10 は の中 の

ス （ 日 、2011 年 11 月 6

日） 

 ィー ーバ   出 ール 会社 HP 出  図⑥　富山フィーダーバス路線図 　出典：富山ライトレール株式会社 HP（前出）
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「よつびし総研」（四菱まちづくり総合研究室）の名前の由来は 

 よつびし という は、 かりの で

な 氏の からとったもの。 立大学の学生が「まちな

か研究 」を主 的に運営し、 中 の 化を して、

の ン や 研究 動を するなかで、自らも「 」

であること自 し、さらに成長することを しています。 
 

「よつびし総研」のはじまり 
2006 年に「大学 ン ーシ やまなし」が、

中 化の デ を 集し、 生が

したのがきっかけ。 ながら ン には落 した

ものの、あきらめなかった 生たちは、 や 、

会議所を り強く 得し、「よつびし総研」を開所、

地 業、 政、 主、 の方 との を常

に意識して、まちづくり 動を っています。

の 真は 2007 年 月 1 日の開所 の 子です。 
 
毎月開催の戦略会議で活動方針を決定、毎週開催のスタッフ会議で進捗状況を確認 

 
 
 
 
 
 
 

会議 はまちづくり 強会 は 月 所会議 で、 会議は 立大

学の 研究 で開催しています。 は 2017 年 6 月 2 日の開所 10 年で された「ガ

ン 2017」の 真。事 の なしに真 でまちづくりについて話し いました。 

「四菱まちづくり総合研究室」誕生から１１年 

一教授と 生が り む のまちづくり 

 立大学の 一教授と 生が「 まちづくり総 研究 」を開所し、

中 化 に り み めたのは 11 年 2007 年 のことです。この経

については 2007 年度第 回神奈川まちづくり研究会において、 教授 当時准教授

が学生 と一 に されました は 自治研かながわ月 105
2008 年 2 月 にて 。その の 子を 教授からご いただきます。 
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代 代を げながら、その 代ごとで学生たちは 動に変化を付けてきましたが、 
ここ 年は以 の つの主要 を中 に えて 動しています。 

・ に ドバ ー  
    の 「 」の を学生 で見いだして ーシ ンする。 
  シ ンガ ド・  
    学生が気になるお に し、 ン 「かわ み」 事 。 も 年 。 
  ・ にデ ー・  
    を 者にも く さ るべく、 デ ンの 案、 の など。 

 
 
 

K の 続ド マに んだ「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」や「 いだおれ

ー ー」等を 画 。

と 中 の を して、情 を しています。 
 

 
 
学生が 中 の気になるお に び み して、その

事を月 回の ー で ン 「わか み」に さ ていただ

いています。また、その集大成として、 「 おもてな

し 」を 編集し、 年 しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

立川 で開催された 日本主催の「特急あずさ 50 年 」に 加。 さんの 
で を め、 の さを ール。 人さんとともに ン を りあげました。 

 
会で スタ ッ  

2007 年 月の開所以 、学生たちは自治 学会の  
大会などにおいて ー  

シ ンを して、自らの 動を さ ていただき、 くの 
加者から 問やご意見、 ドバ をいただいています。 

は 2017 年 8 月 26 日の自治 学会 大会。 

  

 

 20

代 代を げながら、その 代ごとで学生たちは 動に変化を付けてきましたが、 
ここ 年は以 の つの主要 を中 に えて 動しています。 

・ に ドバ ー  
    の 「 」の を学生 で見いだして ーシ ンする。 
  シ ンガ ド・  
    学生が気になるお に し、 ン 「かわ み」 事 。 も 年 。 
  ・ にデ ー・  
    を 者にも く さ るべく、 デ ンの 案、 の など。 

 
 
 

K の 続ド マに んだ「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」や「 いだおれ

ー ー」等を 画 。

と 中 の を して、情 を しています。 
 

 
 
学生が 中 の気になるお に び み して、その

事を月 回の ー で ン 「わか み」に さ ていただ

いています。また、その集大成として、 「 おもてな

し 」を 編集し、 年 しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

立川 で開催された 日本主催の「特急あずさ 50 年 」に 加。 さんの 
で を め、 の さを ール。 人さんとともに ン を りあげました。 

 
会で スタ ッ  

2007 年 月の開所以 、学生たちは自治 学会の  
大会などにおいて ー  

シ ンを して、自らの 動を さ ていただき、 くの 
加者から 問やご意見、 ドバ をいただいています。 

は 2017 年 8 月 26 日の自治 学会 大会。 

  

 

 20

代 代を げながら、その 代ごとで学生たちは 動に変化を付けてきましたが、 
ここ 年は以 の つの主要 を中 に えて 動しています。 

・ に ドバ ー  
    の 「 」の を学生 で見いだして ーシ ンする。 
  シ ンガ ド・  
    学生が気になるお に し、 ン 「かわ み」 事 。 も 年 。 
  ・ にデ ー・  
    を 者にも く さ るべく、 デ ンの 案、 の など。 

 
 
 

K の 続ド マに んだ「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」や「 いだおれ

ー ー」等を 画 。

と 中 の を して、情 を しています。 
 

 
 
学生が 中 の気になるお に び み して、その

事を月 回の ー で ン 「わか み」に さ ていただ

いています。また、その集大成として、 「 おもてな

し 」を 編集し、 年 しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

立川 で開催された 日本主催の「特急あずさ 50 年 」に 加。 さんの 
で を め、 の さを ール。 人さんとともに ン を りあげました。 

 
会で スタ ッ  

2007 年 月の開所以 、学生たちは自治 学会の  
大会などにおいて ー  

シ ンを して、自らの 動を さ ていただき、 くの 
加者から 問やご意見、 ドバ をいただいています。 

は 2017 年 8 月 26 日の自治 学会 大会。 

  

 

 20

代 代を げながら、その 代ごとで学生たちは 動に変化を付けてきましたが、 
ここ 年は以 の つの主要 を中 に えて 動しています。 

・ に ドバ ー  
    の 「 」の を学生 で見いだして ーシ ンする。 
  シ ンガ ド・  
    学生が気になるお に し、 ン 「かわ み」 事 。 も 年 。 
  ・ にデ ー・  
    を 者にも く さ るべく、 デ ンの 案、 の など。 

 
 
 

K の 続ド マに んだ「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」や「 いだおれ

ー ー」等を 画 。

と 中 の を して、情 を しています。 
 

 
 
学生が 中 の気になるお に び み して、その

事を月 回の ー で ン 「わか み」に さ ていただ

いています。また、その集大成として、 「 おもてな

し 」を 編集し、 年 しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

立川 で開催された 日本主催の「特急あずさ 50 年 」に 加。 さんの 
で を め、 の さを ール。 人さんとともに ン を りあげました。 

 
会で スタ ッ  

2007 年 月の開所以 、学生たちは自治 学会の  
大会などにおいて ー  

シ ンを して、自らの 動を さ ていただき、 くの 
加者から 問やご意見、 ドバ をいただいています。 

は 2017 年 8 月 26 日の自治 学会 大会。 

  

 

 20

代 代を げながら、その 代ごとで学生たちは 動に変化を付けてきましたが、 
ここ 年は以 の つの主要 を中 に えて 動しています。 

・ に ドバ ー  
    の 「 」の を学生 で見いだして ーシ ンする。 
  シ ンガ ド・  
    学生が気になるお に し、 ン 「かわ み」 事 。 も 年 。 
  ・ にデ ー・  
    を 者にも く さ るべく、 デ ンの 案、 の など。 

 
 
 

K の 続ド マに んだ「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」や「 いだおれ

ー ー」等を 画 。

と 中 の を して、情 を しています。 
 

 
 
学生が 中 の気になるお に び み して、その

事を月 回の ー で ン 「わか み」に さ ていただ

いています。また、その集大成として、 「 おもてな

し 」を 編集し、 年 しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

立川 で開催された 日本主催の「特急あずさ 50 年 」に 加。 さんの 
で を め、 の さを ール。 人さんとともに ン を りあげました。 

 
会で スタ ッ  

2007 年 月の開所以 、学生たちは自治 学会の  
大会などにおいて ー  

シ ンを して、自らの 動を さ ていただき、 くの 
加者から 問やご意見、 ドバ をいただいています。 

は 2017 年 8 月 26 日の自治 学会 大会。 

  

 

 20

代 代を げながら、その 代ごとで学生たちは 動に変化を付けてきましたが、 
ここ 年は以 の つの主要 を中 に えて 動しています。 

・ に ドバ ー  
    の 「 」の を学生 で見いだして ーシ ンする。 
  シ ンガ ド・  
    学生が気になるお に し、 ン 「かわ み」 事 。 も 年 。 
  ・ にデ ー・  
    を 者にも く さ るべく、 デ ンの 案、 の など。 

 
 
 

K の 続ド マに んだ「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」や「 いだおれ

ー ー」等を 画 。

と 中 の を して、情 を しています。 
 

 
 
学生が 中 の気になるお に び み して、その

事を月 回の ー で ン 「わか み」に さ ていただ

いています。また、その集大成として、 「 おもてな

し 」を 編集し、 年 しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

立川 で開催された 日本主催の「特急あずさ 50 年 」に 加。 さんの 
で を め、 の さを ール。 人さんとともに ン を りあげました。 

 
会で スタ ッ  

2007 年 月の開所以 、学生たちは自治 学会の  
大会などにおいて ー  

シ ンを して、自らの 動を さ ていただき、 くの 
加者から 問やご意見、 ドバ をいただいています。 

は 2017 年 8 月 26 日の自治 学会 大会。 

  

 

 20

代 代を げながら、その 代ごとで学生たちは 動に変化を付けてきましたが、 
ここ 年は以 の つの主要 を中 に えて 動しています。 

・ に ドバ ー  
    の 「 」の を学生 で見いだして ーシ ンする。 
  シ ンガ ド・  
    学生が気になるお に し、 ン 「かわ み」 事 。 も 年 。 
  ・ にデ ー・  
    を 者にも く さ るべく、 デ ンの 案、 の など。 

 
 
 

K の 続ド マに んだ「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」や「 いだおれ

ー ー」等を 画 。

と 中 の を して、情 を しています。 
 

 
 
学生が 中 の気になるお に び み して、その

事を月 回の ー で ン 「わか み」に さ ていただ

いています。また、その集大成として、 「 おもてな

し 」を 編集し、 年 しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

立川 で開催された 日本主催の「特急あずさ 50 年 」に 加。 さんの 
で を め、 の さを ール。 人さんとともに ン を りあげました。 

 
会で スタ ッ  

2007 年 月の開所以 、学生たちは自治 学会の  
大会などにおいて ー  

シ ンを して、自らの 動を さ ていただき、 くの 
加者から 問やご意見、 ドバ をいただいています。 

は 2017 年 8 月 26 日の自治 学会 大会。 

  

 

 20

代 代を げながら、その 代ごとで学生たちは 動に変化を付けてきましたが、 
ここ 年は以 の つの主要 を中 に えて 動しています。 

・ に ドバ ー  
    の 「 」の を学生 で見いだして ーシ ンする。 
  シ ンガ ド・  
    学生が気になるお に し、 ン 「かわ み」 事 。 も 年 。 
  ・ にデ ー・  
    を 者にも く さ るべく、 デ ンの 案、 の など。 

 
 
 

K の 続ド マに んだ「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」や「 いだおれ

ー ー」等を 画 。

と 中 の を して、情 を しています。 
 

 
 
学生が 中 の気になるお に び み して、その

事を月 回の ー で ン 「わか み」に さ ていただ

いています。また、その集大成として、 「 おもてな

し 」を 編集し、 年 しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

立川 で開催された 日本主催の「特急あずさ 50 年 」に 加。 さんの 
で を め、 の さを ール。 人さんとともに ン を りあげました。 

 
会で スタ ッ  

2007 年 月の開所以 、学生たちは自治 学会の  
大会などにおいて ー  

シ ンを して、自らの 動を さ ていただき、 くの 
加者から 問やご意見、 ドバ をいただいています。 

は 2017 年 8 月 26 日の自治 学会 大会。 

  

 

24　自治研かながわ月報 2017年10月号（No.167）



 21

 
 

見 は、 になった 立高 を い り、

の意見を り入れて 強や改 を して にした

ことで です。201 年 8 月の自治 学会 大会

で、よつびし総研 が なった ンに関 を

ってくださった方の中に 見 長がいらっし った。 日、

ン ン なしで 所に った たちを、たまた

ま在 されていた本川 長自らが案内して さいました。 
 

 
 
201 年 によつびし総研の「 子と ン こ っ

と いててくり う ー」を して

くださった 大学から K の 続ド マ

「マ ン」に んだまちづくり を

していると って、2015 年 に ・ ・ 、

そして 張のまちづくりを さ ていただきました。 
 

 
 

では、 主導のまちづく

りを学 ため、 の い を

することにしています。それを

学に わら ないため、神奈川自

治研 ン ーにもご いただいて、

横浜のまちづくりを しました。       

の 真は 201 年 9 月。 
 

  
 

今年 2017 年 8 月 26 日、自治 学会が で開催されま 
した。よつびし総研 も ンティ 加した地  
画 会 のテーマは「 がつくる中 と自治 員 
 － の事 から－」でしたが、 に川 の 

長・ 氏をお えして のまちづくりと対 
していただくことになりました。これを けて、事 に  
で ・川 を しました。 
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では、 主導のまちづく

りを学 ため、 の い を

することにしています。それを

学に わら ないため、神奈川自

治研 ン ーにもご いただいて、

横浜のまちづくりを しました。       

の 真は 201 年 9 月。 
 

  
 

今年 2017 年 8 月 26 日、自治 学会が で開催されま 
した。よつびし総研 も ンティ 加した地  
画 会 のテーマは「 がつくる中 と自治 員 
 － の事 から－」でしたが、 に川 の 

長・ 氏をお えして のまちづくりと対 
していただくことになりました。これを けて、事 に  
で ・川 を しました。 
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中 の 化に んでいる学生 のなかには、 
日本国内だけでなく、 く に を伸ばして、現地のまち 
づくりを したいと する学生も少なくありま ん。人  
減少や高齢化を見 えて、公共 通機関の の必要 に

を けた学生たちとド ・ ン のまちづくりを しま

した。 は 2008 年 9 月に ブル を れた の 真。 
 
 
 

立大学は つかの の大学と 定を んでいま

すが、 国・ ルの 大学もその一つ。 年、 期研修や

長期 学で学生がお 話になっています。そこで、 大学を

問して国 するだけでなく、ド マや 画の 地とし

て で くの を集めている ド を しました。

は 201 年 3 月、 ド で 。 
 

 
 

の まちづくりも くの が を っ

ています。 内はもちろん、 や など、 ン

バ ンド の事 として になることが いからだ

と います。たまたま の り いが の 社と

をしていると き、社 と 事を見学さ ていただきま

した。また、中 理をご になったり、 を案内

していただいたり大変お 話になりました。 
は 2015 年 9 月、 にて 。 

 
 
 
 こうした 動はマ にも く り上げられ、よつびし総研の 度が上がったことで、

開所当時は 常に少なかった、自 たちで中 化に り もうという や が少し

ずつ増えています。 方で、 政を め な からの ーが増え、学生の 事が増加

して学業等との 立が しくなるという事 が生 ました。また、 動資 の や 者の

成および の 続的運営なども 題となっています。 

 とはいえ、まちなかで 動することで の人たちとも が かまり、 たな支 者と

の出会いも生まれています。なるべく業 を 化し、いかに自 が する 動をするか

模 しながら、学生らしく事業を 続していくことが期 されています。開所から 年 にな

りますが、よつびし総研の学生たちはいまも の中 を 気にしようと しています。 
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 編集後記

　本号の編集作業は、全く予期していない総選挙の選挙運動真っ只中にあり、選挙結果が明ら

かとなった段階で発行日を迎える。そのようなタイミングの10月5日、都議会で子どもの受動

喫煙を防ぐための条例が可決した。この条例案は、渦中の小池都知事率いた都民ファーストの

会と公明党、そして民進党会派が共同で議員提出したものである。国政の与野党関係とクロス

する組み合わせで政策条例が議員提案され、採決では共産党も賛成している現実は、政策面で

は国政と地方自治が違うステージにあることを示している。

　思い起こせば、2010年度に受動喫煙防止条例を全国で初めて制定・施行したのは、神奈川県

であるが、条例制定を主導した当時の県知事はすでに参議院議員となり、先日の新党結党に参

加していた。1980年代に「地方の時代」を担った首長たちは、住民自治を基軸に国政と対峙し

ながら地方自治に取り組み、首長たちの国政参加を求めたはずだが、今は地方自治が国政に巻

き込まれ、特に大都市部では長も議会もその「政争の具」と化している。

　中央で次の二大政党制が安定化するまでこうした状況は続くのだろうか。離合集散を巻き起

こした今回の総選挙は、その通過点の一つに過ぎないのかもしれない。

 

（谷本有美子）

巻頭言
　政府は２０１７年３月、「水道法の一部改正法案（以下、改正案）」を閣議決定し、第

１９３回国会（通常会）に提出しました。１５年ぶりとなる改正理由は、人口減少に伴う

水需要の減少、施設の老朽化、人材不足等、直面する課題に対応し、水道基盤の強化

を行うものとされています。改正案には、事業体の責務強化が盛り込まれるなど前向

きに受け止められ点もあります。しかし一方で、官民連携として運営権の設定いわゆ

るコンセッション方式を水道事業に導入することが明文化されるなど、民営化ありき

として誤解されかねない内容も含まれています。

　第１９３回国会審議では、委員会にも上がらず継続審議となりました。ご存じのよう

に様々な政治課題を内包したまま強制終了するかたちでの閉会でありました。続く第

１９４回国会（臨時会）では、国民を愚弄するような冒頭解散により、審議未了による

廃案となりました。

　今回の改正案は、水道事業の基盤強化が目的で民営化を加速させるものではないに

も拘らず、地方自治体や公共団体に対し十分な説明がなされていない状況下で、運営

権明記によって、あたかも民営化促進法と捉えかねない側面がありました。これでは

基盤強化どころか水道の公共性を損なうこととなります。私たちは、水道事業を軽々

に考える地方の首長や地方議員の存在を踏まえ、民営化促進の事態を想定しつつ、行

政の責務として公営原則のもと公営企業の持続性を展望し、水道事業の基盤強化を促

す取り組みを国会内外で行動展開してきました。

　現在、全国の水道事業体では、２００２年の法改正により第三者委託が制度化されたも

のの、地域で水道事業体が連携する『公公連携』は進まず、行財政改革として委託化

が拡大、人員削減が進んだことにより、多くの業務が非正規労働者を含む民間領域で

遂行されています。その結果、人材育成や技術継承も困難になるなど、公営事業を持

続する基盤そのものが損なわれつつあります。

　解散・総選挙により、市民・国民の知らないところで法改正が行われる事態だけは

避けることができました。私たちは、水道事業に働く労働者の責任と誇りに基づいて

発信し、国会上程までの時間的猶予を有効に使い、社会的共通資本ともいうべき生命（い

のち）の水のあり方、強いては水道事業の公共性、公営原則の重要性と改正案の課題

や問題点を国会内外で明らかにしていきます。その上で、市民・国民のより深い信頼

を得ながら、一人でも多くの問題意識を高めて、市民協働による行動展開と結び付け

ていくことを追求します。
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１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

822 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。
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社会保障制度を支える地方財政
─受益感、信頼、そして連帯のシステム─

埼玉大学大学院准教授  高端 正幸 ・・・・・・・・ 1

リニア中央新幹線と山梨のまちづくり
山梨県立大学国際政策学部教授  熊谷 隆一 ・・・・・・・・ 13

「四菱まちづくり総合研究室」誕生から11年
熊谷隆一教授とゼミ生が取り組む甲府のまちづくり ・・・・・・・・・・・・・ 23
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